
生産年齢人口の減少や従業員の高齢化の進展により、企業は従業員が健康で働き続けられる職場環境づくりに努めることが求められています。
企業が健康経営に取り組むことは、従業員の健康増進を通じて組織が活性化し、結果的に企業の業績向上につながるものと期待されています。
今回は人手不足に悩む企業にとって不可欠となりつつある健康経営への取り組みについてアンケートを実施させていただきました。

中小企業の健康経営®への取り組みについて

調査時期／2024年11月13日～12月4日　　調査対象企業数／1592社　　有効回答数／426社　　有効回答率／26.8％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

※健康経営®とは、企業が従業員の健康を経営課題として捉え、健康維持・促進に向けた取り組みを戦略的に実施することをいいます。
※「健康経営®」はＮＰＯ法人健康経営研究会の登録商標です。

Q1
貴社は健康経営に対して
どのようなお考えをお持ちでしょうか。　※1つ選択 Q2

貴社は従業員の健康維持・増進に関し
どのような取り組みをおこなわれていますか。　

Q3
健康経営に取り組むことにより効果として
期待できると考えるものについてお答えください。

健康経営に取り組むにあたり
貴社の課題となるものについてお答えください。Q4

特別
調 査
2

Q5
特に優良な健康経営を実践している企業に対して中小企業においても「健康経営優良法人」として
認定される制度がありますが、認定制度に関してお答えください。　※最大2つ選択

２０２５年を迎えるにあたり中小企業を取り巻く経済環境は、原材料価格の高騰、労働力不足、デジタル化の進展に対する課題に加え、収束
の見えないウクライナ情勢や中東の緊張などの地政学的リスクなどにより、一層の不確実性を帯びています。今回は新しい年を迎えるにあたり、
国内景気や自社における業況を中心に中小企業の皆さまがどのような見通しを立てているかについてアンケートを実施いたしました。

2025年（令和７年）の経営見通し

調査時期／2024年11月13日～12月4日　　調査対象企業数／1592社　　有効回答数／443社　　有効回答率／27.8％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。
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Q1
貴社では、２０２５年の日本の景気をどのように
見通していますか。　※1つ選択 Q2

Q3
２０２５年において貴社の売上額の伸び率は、
２０２４年に比べておおよそどのくらいになると
見通していますか。　※1つ選択

貴社では、自社の業況が上向く転換点を
いつごろになると見通していますか。　※1つ選択Q4

Q5
脱炭素化への取り組みについてお伺いします。

貴社は、脱炭素化に向けて、信用金庫業界に対して
期待する取り組みはありますか。　※1つ選択
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貴社では、２０２５年の自社の業況（景気）を
どのように見通していますか。　※1つ選択
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すでに健康経営優良法人として認定されている 3.8% そういった認定制度があるのであれば
認定への取り組みを検討したい 9.1%健康経営優良法人に認定される取り組みを始めている 5.5%
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認定制度があることは知っているが
特に認定に向けた取り組みは
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そういった認定制度があることを
知らないので何とも言えない

40.3%
特に認定に向けた取り組みを

しようとは思わない

26.5%

貴社は、信用金庫業界が地域のために
積極的に脱炭素化に向けた取り組みを 
行っていることを知っていますか。　

※最大2つ選択
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